平成２７年度 岐阜市労働実態調査票
この調査は、岐阜市内事業所の労働条件等の実態を把握し、行政上の基礎資料とすることを目的とするものです。調査票に記入された事柄はすべて統計的に処理し、調査終了後、すみやかに処分するなど、他の目的に使用することは決してありません。

お手数をおかけしますが、重要な基礎資料となりますので、ぜひ御協力くださいますようお願い申し上げます。

　　平成２７年　９月　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜市長　　細　江　茂　光

	
	この調査は、「平成２４年経済センサス‐活動調査」の名簿より岐阜市内の事務所を無作為に抽出して実施しています。

次に該当する方は、この調査の対象外となりますので、お手数ですが該当する番号に○を付け、ご返送いただきますようお願いいたします。

※廃業・休業等は、この欄で記入終了です。
　１．廃業した　２．現在休業中　３．岐阜市外に転出した　

４．経営者のみで従業員・パートなし　５．その他（　　　　　　）

　　→　封筒に記載されている事業所名　[　　　　　　　　　　　　]




	
	  ●記入上の注意事項
 　１ この調査票は、特に指定のない限り、平成２７年７月３１日現在で記入してください。
 　２ 他の場所にある本支店等は除き、貴事業所に関することを記入してください。
 　　 ※市内に本社はじめ営業所など複数ある場合は、一括してとりまとめてください。

 　　 　市外に本社がある場合は、市内の支社・営業所単位で集計して下さい。

 　３ 各調査項目は、該当する番号を○で囲むか、具体的に枠内に数字を記入してください。
 　４ 本調査票は、同封の返信用封筒(切手不要)にて、１０月１日(木)までにご投函ください。
 　５ 本調査票に関するお問い合わせは、下記までお願いします。
         岐阜市商工観光部産業雇用課（南庁舎２階）　　　電話　058-214-2358（直通）

	


	
	事業所名
	
	担当部署記入者名
	

	
	所在地
	
	電　話
	

	
	
	
	ＦＡＸ
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※連絡先（電話）・担当者名も記入ください。
問１　主な業種について該当するものを１つ○で囲んでください。
１　建設業　　　　　２　製造業　　　　　　　３　情報通信業　　　４　運輸業
５　卸売・小売業　　６　金融・保険業　　　　７　不動産業　　　　８　飲食店・宿泊業
９　医療・福祉　　　10　教育・学習支援業　　11　サービス業　　　12　その他（　　　　　）
問２　従業員数を記入してください。
	
	①常用従業員
（正社員、正職員をいい、他企業からの出向者も含む）
※外国人実習生のみ
　（研修生除く）
	②パートタイマー
パートタイマー
	③臨時従業員
（日々雇用または雇用契約期間が４ヶ月未満の者）

	④派遣従業員
（派遣元に雇用され、貴事業所の指揮命令下で就労する者）
	⑤その他
（左のどれにも該当しない者）

	
	
	(以下の条件にすべて該当するパートタイマー

・労働時間が週30時間以上
・1年以上の雇用契約を結んでいる
・雇用保険の被保険者)
	（１週間の所定労働時間が、常用の従業員より短い者）

＊左の項目に該当しないパートタイマーの人数を記入してください
	
	
	

	男性
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	うち、岐阜市在住
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	女性
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	うち、岐阜市在住
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人


◎役員は、事務職員等を兼ねて一定の職に就き、一般職員と同じ給与規則によって給与を受けている場合は、従業員として計上してください。
問３　問２の中の常用従業員の男女・年齢別内訳人数を記入してください。
	
	１０歳代
	２０歳代
	３０歳代
	４０歳代
	５０歳代
	６０歳以上
	計

	男性
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	うち、岐阜市在住
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	女性
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	うち、岐阜市在住
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人
	
	
	
	人



※問２の①常用従業員と同数に

なる様に記入してください。

問４　問２の中の①常用従業員・②パートタイマーのうち障がい者の人数及び平成２６年度中途採用者の人数を記入してください。
	障がい者
	常用従業員
	
	
	
	人
	パートタイマー

	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	

	平成２６年度中途採用者
	常用従業員
	
	
	
	人


問５　外国人の従業員数（常用、パート、臨時を含む）を記入してください。
	
	
	
	人


問６　平成２７年４月１日から７月３１日までに、従業員の削減など行いましたか。
 該当する番号を１つお選びいただき、○印をお付けください。その上で人数をご記入ください。
　　１　行った
	区分
	人　　　数

	常用従業員
	
	
	
	人

	パート・アルバイト
	
	
	
	人

	臨時従業員
	
	
	
	人

	派遣従業員
	
	
	
	人

	その他
	
	
	
	人




２　今後行う予定
	区分
	人　　　数

	常用従業員
	
	
	
	人

	パート・アルバイト
	
	
	
	人


	臨時従業員
	
	
	
	人

	派遣従業員
	
	
	
	人

	その他
	
	
	
	人




　　３　行っていない
問７　就業規則について該当するものを○で囲んでください。
	常用従業員用
	パートタイマー用

	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし


問８　パートタイマーに対する雇用条件の周知について該当するものを○で囲んでください。
１　文書で周知している　　　２　口頭で周知している　　　３　周知していない
問９　社会・労働保険加入状況について該当するものをそれぞれ○で囲んでください。

	
	常用従業員
	パートタイマー

	健康保険
	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし

	厚生（共済）年金
	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし

	雇用保険
	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし

	労災保険
	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし


問１０　労働組合について該当するものを○で囲んでください。

１　あり　　　　２　なし

問１１　平成２７年７月分の常用従業員一人あたり平均給与（賞与は含めない）等を記入してください。
	
	平均年齢
	平均勤続
年数
	平　　均　　給　　与

	
	
	
	所定内給与
（基本給、職能給などや、各種手当で、通勤手当を除いたもの）
	所定外給与
（残業、休日出勤手当など所定外の労働に対する給与）

	 男性
	
	
	
	歳
	
	
	
	年
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円

	 女性
	
	
	
	歳
	
	
	
	年
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円


＊　平均年齢と平均勤続年数は、平成２７年４月１日を基準とし、小数点第２位を四捨五入して記入してください。（【例１】４０．５５⇒４０．６／【例２】４０．０３⇒４０．０）
＊　平均給与は、７月分として支払われた所定内給与又は所定外給与の総額を常用従業員数で割って算出してください。
問１２　常用従業員１人あたりの一時金（賞与）の支給額を記入してください。
	
	平成２６年冬期
	平成２７年夏期

	男性
	
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	
	円

	女性
	
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	
	円


＊　支給額は、各時期の一時金（賞与）総額を、支給した従業員数で割って算出してください。
問１３　平成２７年７月のパートタイマー１人あたり１時間の平均時間給を記入してください。
	男性
	
	
	
	
	
	
	円
	女性


	
	
	
	
	
	
	円


問１４　平成２７年度新規学卒者の採用人数及び初任給を記入して下さい。
　　　（※　職種により給与が異なる場合は、主たる職種で判断してください。）
	
	中学・高校卒
	高専・短大・専門学校卒
	大学・大学院卒

	男性
	採用人数
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人

	
	１人あたりの初任給
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円

	女性
	採用人数
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	人

	
	１人あたりの初任給
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円
	
	
	
	
	
	
	円


問１５　次の所定労働時間は何時間何分ですか。
	
	常用従業員
	パートタイマー

	１日の所定労働時間
	
	
	
	時間
	
	
	分
	
	
	時間
	
	
	分

	１週の所定労働時間
	
	
	
	時間
	
	
	分
	
	
	時間
	
	
	分


＊　「所定労働時間」とは、就業規則などで定められた、始業時刻から終業時刻までの実労働時間をいい、休憩時間は含みません。
問１６　平成２７年７月分の１人あたりの所定外労働時間は何時間何分ですか。
	常用従業員
	
	
	
	時間
	
	
	分
	パートタイマー
	
	
	時間
	
	
	分


＊　「所定外労働時間」とは、残業、休日出勤等の労働時間をいいます。
問１７　週休２日制の実施状況について該当するものを１つ○で囲んでください。

１　完全週休２日制　　　　２　月３回週休２日制　　　３　隔週週休２日制
４　月２回週休２日制　　　５　月１回週休２日制　　　６　その他の週休２日制
７　実施していない
問１８　変形労働時間制について該当するものを○で囲んでください。（複数選択可）
１　１週間単位の非定型的変形労働時間制　　　２　１ヶ月単位の変形労働時間制
３　１年単位の変形労働時間制　　　４　フレックスタイム制　　　５　採用していない


＊「１週間単位の非定型的変形労働時間制」とは、３０人未満の小売店、旅館、料理店及び飲食店の事業で、労使協定により、１週間単位で毎日の労働時間を弾力的に定めることができる制度
＊「１ヶ月単位の変形労働時間制」とは、１ヶ月以内の一定期間を平均し、１週間あたりの労働時間が原則４０時間以下の範囲内において、１日８時間及び１週４０時間を超えて労働させることができる制度

＊「１年単位の変形労働時間制」とは、１年以内の一定期間を平均し、１週間あたりの労働時間が原則４０時間以下の範囲内において、１日８時間及び１週４０時間を超えて労働させることができる制度
＊「フレックスタイム制」とは、一定の時間帯の中で労働の始期と終期を従業員が自由に選択できる制度
問１９　常用従業員の年次有給休暇制度について下の表に記入してください。
	平成２６年度に１年以上勤務していた従業員
	
	
	
	
	
	人

	平成２６年度上記の従業員に対する年休付与総日数（繰越含む）

※１人当たりの年休日数ではなく、従業員全員に付与した年休の累計　（Ａ）
	
	
	
	
	
	日

	平成２６年度上記の従業員の年休取得総日数
※１人当たりの年休取得日数ではなく、従業員全員が取得した年休の累計　（Ｂ）
	
	
	
	
	
	日


　　※（Ｂ）は（Ａ）の範囲内
問２０　パートタイマーの年次有給休暇制度について該当するものを○で囲んでください。
１　あり　　　　２　なし
問２１　定年制についてお尋ねします。
a　定年制について該当するものを○で囲んでください。

１　あり　　　　２　なし
b　上記 a で「１　あり」と回答された事業所は、その年齢を記入してください。
	
	
	歳


c　上記 a で「１　あり」と回答された事業所は、定年到達者への雇用促進制度について該当するものを○で囲んでください。（複数選択可）
１　雇用延長　　２　再雇用　　３　再就職斡旋　　４　その他（　　　　　）　５　なし
問２２　退職金制度について該当するものを○で囲んでください。
	常用従業員
	パートタイマー

	１　あり　　　２　なし
	１　あり　　　２　なし


問２３　雇用問題についてお尋ねします。

　　a　雇用に関して貴社が直面している問題や最も積極的に取り組む必要があるものを１つ○で囲んでください。

　１　団塊世代の大量退職　　２　若年層の定着率が悪い　　３　女性社員の労働環境向上
　４　求めている人材の確保が困難　　５　従業員の高齢化
　６　労働時間の短縮　　７　福利厚生の充実　　８　人件費の高騰
　９　その他（　　　　　　　　　　　）　　１０　特になし
b　上記 a で「１０　特になし」以外の回答をされた事業所で、問題解決のために行政に期待することがあれば、記入してください。

問２４　育児休業制度についてお尋ねします。

a　制度の労働協約、就業規則等への制定について該当するものを○で囲んでください。


１　定めている　　　２　定めていない

b　上記 a で「１　定めている」と回答された事業所は、最長休業期間について該当するものを○で囲んでください。

１　子が１歳未満まで　　　２　子が２歳未満まで　　　３　子が３歳未満まで

４　子が３歳以上小学校就学まで

c　上記 a で「１　定めている」と回答された事業所は下の表に記入してください。
	 平成２６年度に配偶者が出産した男性
	
	
	
	人
	 うち育児休業を実際に取得した男性
	
	
	
	人

	 平成２６年度に本人が出産した女性
	
	
	
	人
	 うち育児休業を実際に取得した女性
	
	
	
	人


問２５　育児休業制度以外の未就学児養育者への支援制度について該当するものを○で囲んでください。（複数選択可）
１　勤務時間短縮　　　２　フレックスタイム制
３　看護休暇　　　４　事業所内託児所
５　時差出勤　　　６　在宅勤務　　７　時間外労働・深夜労働の制限措置
８　実施していない
問２６　介護休業制度についてお尋ねします。

a　制度の労働協約、就業規則等への制定について該当するものを○で囲んでください。


１　定めている　　　２　定めていない

b　上記 a で「１　定めている」と回答された事業所は、最長休業期間について該当するものを○で囲んでください。

１　３ヶ月　　　２　３ヶ月を超え１年未満　　　３　１年　　　４　１年以上

c　上記 a で「１　定めている」と回答された事業所は、平成２６年度の取得人数を記入してください。

	男性
	
	
	
	人
	女性


	
	
	
	人


問２７　介護休業制度以外の支援制度について該当するものを○で囲んでください。（複数選択可）
１　勤務時間短縮　　　２　フレックスタイム制　　　３　看護休暇　　　４　時差出勤
５　在宅勤務　　　６　時間外労働・深夜労働の制限措置　　　７　実施していない
問２８　出産、育児、介護等による退職者の再雇用制度について該当するものを１つ○で囲んでください。
１　常用従業員で再雇用　　　２　パートタイマー・アルバイトで再雇用　　　３　なし

問２９　男女間格差解消の積極的取組みについて該当するものを○で囲んでください。
a　性別により評価しないよう人事考課基準を定めている。
１　はい　　　　２　いいえ
b　女性のみのお茶汲み廃止など、固定的な性別役割分担の慣行を改善するよう努めている。

１　はい　　　　２　いいえ
c　管理職に占める女性の割合を定めて女性を管理職に登用している。
１　はい　　　　２　いいえ
問３０　管理職の人数を記入してください。（人数無しであれば０人で記入ください）
	男性
	
	
	
	人
	女性


	
	
	
	人


問３１　セクシャル・ハラスメント（性的いやがらせ）防止策について該当するものを
○で囲んでください。　（複数選択可）
１　対処方針の策定　　　２　研修の実施　　　３　苦情処理機関、相談窓口等の設置
４　ポスター掲示・貼り紙設置等　　　５　実施していない
問３２　次世代育成支援対策推進法にもとづく一般事業主行動計画について該当するものを○で囲んでください。

１　策定した　　　　２　策定中である　　　　３　策定しない　　　　４　制度を知らない

問３３　臨時従業員（派遣職員）・パートタイム労働者の常用従業員への転換についてお尋ねします。
a  臨時従業員（派遣職員）・パートタイム労働者の常用従業員への転換はありますか。

１　ある　　　２　ない
b　上記 a で「１　ある」と回答された事業所は、昨年度（平成２６年度）常用従業員として転換した人数は何人ですか。
	
	
	人


c　上記 a で「２　ない」と回答された事業所は、今後、常用従業員への転換制度を整備することを考えていますか。
１　考えている　　　２　考えていない

以下の質問は、常時使用する従業員の数が３０人以上の事業所のみお答えください。
問３４　公正採用選考人権啓発推進員制度をご存知ですか。
１知っていて理解している

２聞いたことがあるのみで制度の内容まで理解していない

３制度自体を知らない


問３５　岐阜県では、常時使用する従業員の数が３０人以上の場合、公正採用選考人権啓発推進員の設置の対象となりますが、設置されていますか。
１設置している

２設置していない
問３６　最近の労働実態に関することで、特に感じておられることがあれば自由にご記入ください。

※アンケートのすべての項目の回答に御協力お願いします。
調査に御協力いただき、ありがとうございました。
同封の返信用封筒（切手は不要）にて、１０月１日までに
ご投函ください。[image: image1.emf]  ，  
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＊　さらに内訳の記入をお願いします　





＊　さらに内訳の記入をお願いします　











注）従業員からの申請により認めていれば、“定めている”としてください。





注）従業員からの申請により認めていれば、“定めている”としてください。





＊　次世代育成支援対策推進法では、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を行うため、１０１人以上の労働者を雇用する事業主は、一般事業主行動計画を策定し、速やかに各労働局雇用均等室に届け出なければならないとし、雇用する労働者が１００人以下の事業主には、同様の努力義務があるとされています。








＊　パートタイム労働者が、その能力を一層有効に発揮できる雇用環境を整備するための法律であるパートタイム労働法（「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」）が改正され、パートタイム労働者の待遇を通常の労働者と均衡のとれた処遇とするための措置や常用従業者への転換を推進するための措置を講じることが義務化されています。





◎公正採用選考人権啓発推進員制度


■目的


　職業選択の自由を保障し、すべての人々の就職の機会均等が保障されるよう、事業主を始めとする雇用する側の皆様に、人権問題を正しく認識していただき、応募者の適正と能力のみに基づく公正な採用選考の実施についてお願いしています。本制度では、一定規模以上の事業所において、「公正採用選考人権啓発推進員（以下、「推進員」という。）」を設置いただき、この「推進員」に対し職業安定機関からの継続的な指導啓発を行うことにより、事業所の公正な採用選考システムの確立を図っていただくことを目的としています。








PAGE  
1/8

